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１　はじめに
「訴訟実務の基礎（民事）」と銘打った科目を担当してきたが、学生と接
していて、実務―特に要件事実―の理解させるのが難しいと感じてきた。
近年は、要件事実を意識した民法の教科書も出ているようで、民事訴訟法
の演習や民事法総合論などでもそれとなく触れて来たつもりである。しか
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し、要件事実論は、訴訟法というより、実体法特に裁判規範としての民法
を、実際の訴訟進行を意識しつつ、証明責任の観点から組み替えていく作
業で、いわば実体法と訴訟法双方からのアプローチが必要である。それま
での学習は、実体法、訴訟法それぞれ固有の論理で完結しているので、こ
の作業の基本的な考え方に馴染み、身に付けるには少し時間がかかる。慣
れればそんなに難しいものではないが、落とし穴も意外に多い上、論争が
尽きず十分解明されていない論点も少なくない（1）。本稿は新しい考え方や理
論を展開するものではなく、授業の経験を通して、教科書に自明のものと
して記載されていない初学者の素朴な疑問やありがちな癖、事実摘示の方
法、文章表現など、極めて実際的な問題を取り扱うものである。
２　訴訟物・請求の趣旨・請求原因
（１）　請求の趣旨の記載方法
まず、訴訟物を特定して、請求の趣旨を書かせることから始まるが、給
付の訴えで、「支払え」あるいは「引き渡せ」と記載すべきところを「返
還せよ」と記載する答案があり、戸惑う。学生にはどちらでもいいように
思えるようだが、実務慣行に従い前者のとおり記載するよう指導する。給
付判決は債務名義となるから、その主文では、執行の場面を念頭に置き、
執行機関にとって解釈に紛れが生じないよう、一義的に明確に表現しなけ
ればならないからである（2）。したがって、実体法上の権利の特定や発生原
因を離れた無色ものになる。「返還せよ」には、実体法上の返還義務や返
還約束に基づくもの、という、いわば夾雑物が入り込んでくる（3）。ただ、
（1）　この辺の基本的考え方は、伊藤滋夫「要件事実の基礎（新版）」（平成27年）10頁・
126頁以下、吉川愼一「要件事実論序説」（司法研修所論集2003-Ⅰ（第110号）所収。
平成15年）113頁以下などが、非常に参考になる。
（2）　塚原朋一「事例と解説　民事判決の主文」（平成18年）28頁。
（3）　なお、裁判上の和解で、給付条項として「〇〇を返還する」という表現を用いるの
は、確認条項や形成条項と混同を来すので避けるべきであるとされる。（裁判所職員
総合研修所「書記官事務を中心とした和解条項に関する実証的研究〔補訂版・和解
条項記載例集〕」（平成22年）22頁。）
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「連帯して」のように、実体法の性質を織り込んで記載する場合がある
が、これは、当事者に誤解がないように分かり易くするという別の観点か
らである。基本は、執行機関が一義的に判断できることが肝要である。
（２）　特定請求原因と理由付け請求原因の区別
請求原因という用語で表されるものには、請求ないし訴訟物の特定方法
（特定請求原因）と、請求権の発生原因（理由付け請求原因）があるが、
両者の区別が意外に分かりにくいようである。条文上、前者は「請求を特
定するのに必要な事実」（法133条２項２号。規則53条１項括弧書きで定
義付けられている。）と、後者は「請求を理由づける事実」（規則53条１
項）と規定される。
前者は、他の権利と識別でき誤認混同されないだけの事項を記載する
（「所有権に基づき」、「不法行為に基づき」など）。請求権は、主体・相手
方・権利内容で特定されるが、うち権利内容（給付内容と発生原因）につ
き、物権的請求権なら、妨害態様に応じて種類・具体的内容を含み、債権
的請求権では、例えば、消費貸借の返済期限や賃貸借の具体的な終了原因
などは特定請求原因の内容から外れる。
後者は、攻撃防御方法としての請求原因なので、請求を発生させるのに
必要十分な法律要件事実を記載する。
（３）　訴訟物と請求原因の関係
訴訟物が異なれば請求原因は異なるか、また、その逆如何ということを
質問されることがあった。
請求ひいてはその中身である訴訟物は、請求の趣旨と特定方法としての
請求原因（特定請求原因）によって特定される（民訴法133条１項２号）。
そして、実務で採られている旧訴訟物理論によれば、訴訟物は実体法規に
基づく権利・法律関係であるから、実体法規の要件が異なれば、その法律
効果も異なり、訴訟物も異なることになる。また同じ法律要件でも、具体
的訴訟で発生要件の有無は具体的な事実の法規への当てはめとして認識さ
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れるから、根拠法規が同じでも具体的事実が異なれば請求原因事実は異な
り、訴訟物も異なる。例えば、売買代金請求権と賃料請求権では根拠とな
る実体法規が異なり、同じ売買契約でも締結の日付が異なり又は同じ日に
された別個の契約であれば訴訟物が異なることになる。したがって、特定
請求原因が異なれば、請求（訴訟物）は異なり、訴訟物の相違は請求原因
の相違を齎す（もっとも、例えば、同一の売買契約に基づく代金請求権と
引渡請求権では、訴訟物は異なるが、請求原因は同じ売買契約の締結の事
実であるから権利内容以外の特定要素は重なる。）。
次に、理由付け請求原因についてはどうか。権利はその発生根拠事実に
より発生するものであるから、その発生根拠となる要件を同じくする限
り、請求原因を構成する具体的な事実が異なっても、訴訟物が同じ場合が
ある。つまり、理由付け請求原因の異同は、訴訟物の異同に影響するとは
限らない。例えば、賃貸借契約終了に基づく明渡請求権は、具体的な終了
原因が異なっても、賃貸借契約の中核をなす返還合意自体に基礎があるか
ら、その終了原因事実がたまたま異なっても、同一の１個の訴訟物である
（一元説）。また、消費貸借契約の返還時期について、原告の主張する確
定期限の定めを被告が否認したため、原告において、予備的に催告及び相
当期間の経過が主張された場合も、原被告間の特定日における消費貸借契
約が１個というのであれば、訴訟物も同一であると考えてよいであろう。
さらに、同一の売買契約による請求で、本人による契約か代理人による契
約かも訴訟物に影響せず、同一の所有権に基づく請求で、取得原因の相違
も訴訟物に影響しない。したがって、訴訟物が同じでも理由付け請求原因
は数種あり得る（4）。
（4）　さらに詳しくは、伊藤前掲345頁以下参照。
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３　貸金額・売買代金額
（１）　消費貸借契約に基づく貸金返還請求
金銭消費貸借契約は、金銭交付と返還合意が要件であるから、貸金額は
契約の要素である。ただ、原被告で貸金額の主張が違う場合、例えば、
原告が800万円の消費貸借契約を主張して、被告がこれを否認し、証拠上
700万円だと認定されるときどうするか。この場合は、契約の同一性があ
るかどうか、当事者の主張・立証の全体をみて、当該日の貸金が１個だけ
か数個ある可能性があるか、などを勘案して原告の主張はどこまでかによ
り、認定の可否がきまる。実務上は、その点が不明確なら、釈明して当事
者と共通認識を持つようにし、口頭弁論調書にも記載しておくなどする。
（２）　売買契約に基づく代金請求
売買では具体的な金額（又はその決め方の合意）を絶対に記載しないと
いけないか、という疑問が出される。実際上、訴訟物や訴訟の争点の内容
によって、主張の方法・程度は相対的だと言っていい。代金請求訴訟な
ど、判断内容に代金額が絶対に必要な場合はともかく、そうでないのに、
無理矢理確定金額まで主張させる必要はなく省略形でよいのではないか
（「時価」と善解するのも悪くはないが実益不明だし、いかにも無理矢理
な気がする。）。
次に、売買契約で代金額を否認された場合、被告の主張と異なる代金額
の認定ができるか。認否について、売買についても同じように金額が主張
と異なる場合がある。例えば、原告が代金2000万円で売買契約が締結さ
れたと主張する売買代金請求訴訟で、被告が代金額は1500万円であると
主張したとする。この場合、請求原因に対する認否は否認となり、その理
由として、「代金額は1500万円である。」と記載する。代金額は売買契約
の「本質的要素」であるから要件事実であり、これを争うことは原告主張
の売買契約の締結自体を否認していることになる。売買目的物が一致する
ので、1500万円の範囲内での一部自白ありといえるのではないか、とい
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う疑問に対しては、売買契約の成立要件は民法555条のとおり、財産権の
移転に対して代金を支払う合意が必要であり（その逆も然り）、目的物と
代金のセットになったもの（両者は対価的な関係に立ち不可分）が合意さ
れたことが要件事実である（5）。したがって両者を分断して認否することは
不可能であり、1500万円の一部自白があるとしていいということにはな
らない。
それでは、請求原因と異なる額の代金の合意が証拠上認定されるときで
も、その異なる代金を認定してはいけないか。例えば、原告が2000万円
の売買と主張して同額の代金請求をする場合に、被告が1500万円だと争っ
ていて、1800万円の認定ができるか、というような事例である。これは
契約の同一性を害しない限度で認定してよいということになる。ただし、
裁判所としては、証拠上そのような可能性があり主張をどうするのか、原
被告双方に明確にしておかないと不意打ちになる（6）。
４　「もと所有」
学生が時々躓くのは所有権である。権利は、それ自体、目に見えないも
のであり、証明の対象になる事実ではない。証明の対象になるのはあくま
で事実である。ただ、物を直接使用収益処分することができるあらゆる物
権的権利の淵源としての所有権は、その原始取得の事由を証明することに
なると、建物なら建築請負契約でよいであろうが、土地では古く遡って立
証するのは殆ど不可能なことであるから、「権利自白」が成立することに
している。
学生の疑問は、この権利自白の扱いにある。「原告現所有」はまだしも、
「原告もと所有」さらには「前主もと所有」となると問題がある。例えば
次のような事例である。原告Ｘの父Ａが所有する土地について（Ａもと所
（5）　司法研修所「改訂　紛争類型別の要件事実」（平成18年）２頁以下、須藤典明「売
買の要件事実・証明責任」（実務民事訴訟講座第３巻所収。平成24年）138頁参照。
（6）　吉川愼一「所有権に基づく不動産明渡請求訴訟の要件事実②」（判例タイムズ1175
号90頁。平成17年）。
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有）、Ｘが、Ａから相続により取得したと主張して（AX相続）、登記名義
人Ｙを被告として真正な登記名義回復の所有権移転登記手続請求をしてい
る。これに対し、Ｙが、いや、その土地はＡが死亡する前に、自分がＡか
ら買い受けたものだと主張する（AY売買）。この場合、請求原因の「Ａも
と所有」に権利自白が成立するので、「AY売買」が抗弁となる。
しかし、学生はこの結論に疑問を呈する。すなわちＸが土地の所有権に
基づく登記請求権を主張する以上、Ｘにおいて現に所有していることを根
拠付ける事実を主張立証しなければならないのではないか。Ｙが相続前に
所有権を取得しているので、Ｘは自己の所有権を基礎付けるためには「Ａ
もと所有」だけいうのでは足りず、「Ｘ現所有」であることが請求原因に
なり、Ｙの「AY売買」の主張はこの「Ｘ現所有」の否認の理由にすぎな
い、と（7）。
あるいは、立証の難易の面から見ても、「AY売買」が「AX相続」より
も相当程度過去の出来事である場合、「AY売買」を証明するのは困難で公
平を欠くのではないか、とも言う。Ｙは売買契約書などから証明すればよ
いという反論に対し、いや相当程度前であればすでに売買の関係書類も散
逸している場合が多いのではないか、そうするとＹは売買を証明できない
かも知れない、との再反論が続く。確かに登記の推定力が働く事案ではな
い。しかし、他の証拠や間接事実とも相まって、Ｙが買い受けたことを立
証することはそう困難なことだろうか。
「Ｘ所有」という現在の権利状態が争われている場合に、権利自白の成
立する「もと所有」さえ主張すれば、以後喪失事由のない限り所有権が存
続すると扱われることへの違和感があるかも知れない。しかし、所有権に
ついて権利自白が成立するというのは、本来であれば所有権取得原因事実
を主張すべきところ、当事者間に争いがないので煩瑣を避けて省略して権
利を摘示するということで、過去の所有権取得原因事実の省略形であると
（7）　松本博之「要件事実と法学教育（１）」（自由と正義2004年１月号）63～66頁参照。
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捉えることができる（8）。そうすると、ＡないしＸの所有権をその取得原因
事実によって根拠付けたのと同じであるから、以後の所有権の喪失事実は
Ｙの抗弁となる。これが権利一般についての法律要件分類説の適用の結果
であり、所有権に限って別に考える必要はないはずである。
５　否認と抗弁の記載方法など
（１）　積極否認の理由も摘示させる（民訴規則79条３項）。どこまで記載
させるべきかは問題であるが、それ以前に、まず否認と抗弁の区別をしっか
り教えなくてはいけない。なお、事実認定の授業にあまり時間が割けないの
で、否認の理由の摘示を通して、このような事案で通常どんな間接事実や証
拠が出されるか、心証形成の材料を考えさせ、自分が裁判所や代理人の立場
に置かれたつもりで、事実認定の場面を想像させるようにしている。
（２）　「借りていないが、仮に借りていても返した」という仮定抗弁には
首を捻られることがある。具体的な場面に落としてみないとどうもピンと
来ないであろう。金銭交付はあるが返還合意がないというケースは分り易
い。贈与だが、仮に借金だとしても免除されたというのや、自分が金銭交
付を受けたが真の借主は第三者だ、仮に自分が借りたとしても返済されて
いるというのも、渡った金の趣旨や行き先が問題なので何とか頷ける。し
かし、金銭交付自体を否認しながら、弁済の抗弁を提出するケースはどう
か。考えられるのは、長期に渡る取引で貸金の口数が多数で、現在の残債
は分るが、原告主張の日に借りたことの記録がない、その日に借りたとし
ても帳簿上の残債の記録からすると既に決済され終わっているはずだ、と
いうようなケースであろうか。調査を尽くした上で正確な認否をするよう
釈明せざるを得ないであろう。
（8）　司法研修所「増補民事訴訟における要件事実第１巻」４頁（昭和61年）、吉川前掲
判タ1174号86頁参照。
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６　合意に基礎を置く要件事実など
（１）　「契約書に○○の条項がある」、「契約が成立した」、「念書を入れ
た」などの摘示は不都合である。これでは権利の発生を根拠付けることは
できない。私的自治の支配する私法の領域では基本的には当事者の意思表
示を念頭に置き、これを基本にして摘示する必要がある。条項の記載や書
面の差入れなどは、あくまでこれを推認させる間接事実である。また、
事実摘示の対象は法的評価をする前のものである。「成立した」という記
載は、合意に対する「法的評価」を表すものであって適当ではなく、「合
意した」あるいは「締結した」という記載が相当である。また、一時使用
の評価障害事実として「更新条項がある」というのも、「更新する旨の合
意をした」というように記載すべきである。実体法の構造を勉強する際は
「法律要件→法律効果」という抽象的な命題を基に、法律要件としてどの
ような解釈があり得るか、法律効果は何かを解釈していたのであるが、訴
訟という具体的事実に基づく紛争を取り扱うとき、これが「事実（主張・
立証）→権利」に引き直されるものであると頭を整理してかからないとい
けない。
（２）　「建物所有目的」というのも、契約の解釈の問題であり（9）、そのよ
うな「合意」があることをいうのであって、合意を離れてそのように「評
価」されるということではないから、規範的要件のような摘示をする必要
はない。また、「基づく引渡し」も、占有が契約の履行として義務者の意
思に基づき権利者に移転したもので、権利者の自救行為などでないことの
表れであるし、「基づく登記」も、これに類似し、登記義務者の申請意思
があり、手続的に適法なものであることを示している。
（３）　これに対し、弁済の給付と債権の「結び付き」（「について」）とい
うのはどうか。民法には詳細な充当の規定があることとの関係も問題で
ある。それでも判例は給付と債権の関連性は弁済者に証明責任があると
（9）　星野英一「借地・借家法」９頁（昭和44年）。
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し、別口債権の不存在や充当の規定の適用関係を証明すべしという（10）。そ
して、この「結び付き」につき、代表的な教科書は次のように説く。すな
わち、「給付がその債権についてなされることを要する。そして、果たし
てその債権についてなされたかどうかは、客観的の事情、給付者の意思、
法律の規定など、諸般の事情によって決せられる。」と（11）。このように「結
び付き」を構成する要素は意思だけでは済まない。要は債務の本旨に従っ
た給付がされればその目的を達するのであり、給付が「債務について」さ
れたかどうかということは、通常は問題にならない。問題になるのは、別
口債権があり、どれに充当されるか紛らわしい事案である。これは弁済を
受けた側で、別口が存在することを少なくとも主張したときにはじめて充
当関係を立証させるのが相当であり、主張もないのに弁済者に結び付きを
立証させるのは、過重負担で実情にも沿わない。その意味で抗弁説に魅力
がある（12）。
７　規範的要件の記載の仕方
（１）　二重譲渡の対抗要件の抗弁が出されたのに対し、再抗弁として
「背信的悪意者」の評価根拠事実が主張され、再々抗弁として同じく評価
障害事実が主張された次のような例があるとする。
Ｘが所有者Ａから、土地を買い、庭木や花を植えて10年近くが経過し
たが、Ｙが杭やロープで囲って所有者Ｙと表示したプレートを掲示してい
る。ＸはＹに対し所有権に基づく明渡しを求めたのに対し、ＹはＡから
買って所有権移転登記を経由したものと所有権喪失を主張し、対抗要件の
抗弁を主張した。（〇＝認める、×＝否認、△＝不知）
①再抗弁（背信性の評価根拠事実）
ａ　 ＹはＸが本件土地購入後長期間使用していた事実を知っていた。×
（10）　最判昭和30年７月15日民集９巻９号1058頁。教科書として、大島上93頁など。
（11）　我妻榮「新訂　債権総論」214頁（昭和39年）。
（12）　古くは山木寛「弁済充当の主張立証責任」（判例タイムズ30頁。「民事法の諸問
題」所収。）が指摘するとおりである。この見解を前提にした要件事実の分析とし
て、大江忠「第３版要件事実民法３　債権総論」152頁以下（平成17年）。
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ｂ　ＹはＡの長年の友人であった（から本件土地の事情を知り得た。）。○
ｃ　Ｙは本件土地の購入時、その利用目的がなかった。×
ｄ　ＹはＸに買い受けさせることも考えていた。×
ｅ　 ＹはＡとの親しい関係を利用し時価より著しい低額で買い受けた。
×（適正額だ。）
ｆ　 ＡがＸへの売買契約があることを理由に拒絶したのに、Ｙは執拗に
Ａを説得して買い取った。×（逆で、Ａから申し込まれた。）
②再々抗弁（背信性の評価障害事実）
ｇ　 Ｙは購入時、Ａから、Ｘに説明して資材を搬出してもらうと言われ
た。×
ｈ　 Ｙは購入時に直ちに利用する目的はなかったが、将来は別荘として
本件土地の利用する目的があった。△又は×
ｉ　 Ｘは本件土地を買い受けた後、直ちに所有権移転登記手続ができた
のに理由もなく長期間放置した。○
（２）　この事案についての受講生とのやり取りを参考にして、以下のよ
うなことを考えてみる。
「背信的」とは信義則違反を意味するが、具体的にどういうケースが該
当するかは必ずしも明らかではない。そこで、事案を類型化することは、
判断が恣意的になることを防ぐ意味で大切である。背信性のある場合を類
型化すると、一般に、（イ）第三者が譲渡人と実質的に同一であったり、
近親者等密接な関係を有する者で藁人形と認め得たりする場合、（ロ）第
三者が未登記物権変動の仲介者・証人等である場合（不動産登記法５条２
項に準ずる）、（ハ）第三者が登記妨害工作への協力者等である場合（同条
１項に準ずる）、（ニ）第三者が未登記権利者に対する特別な害意や暴利行
為などの不法な目的を持って行為した者である場合、（ホ）第三者が未登
記物権変動を前提としながらこれと矛盾する主張をした場合が挙げられて
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いる（13）。そして、背信性の有無については、最終的には、未登記権利者と
第三者の双方の諸事情を勘案して判断すべきである。
上記（１）の例での、評価根拠事実は、（イ）ないし（ホ）のいずれか
の類型の全部又は一部に当たる事実か、その類型の要素を構成する事実で
あり、評価障害事実は、評価根拠事実と両立してなお背信性を否定する方
向に働く事実である。上記類型は、主に二重譲渡を念頭に置いたものであ
るし、また、事実的要素と評価的要素の関係を注意深く見分ける作業をす
る必要があるが、これを基に、評価根拠事実及び評価障害事実を整理する
指針となる。今、上記類型に上記例を当てはめると、再抗弁（評価根拠事
実）のうち、ａが（ホ）、ｂが（イ）、ｃ、ｄが（ニ）、ｅが（イ）・（ニ）、
ｆが（ハ）・（ニ）の類型に係る事実と考えられる。また、再々抗弁（評価
障害事実）のうち、ｉは、未登記者の帰責性を示す事実である。（ホ）（矛
盾挙動）に対する弁解となる事実は評価障害事実であると考えられるとこ
ろ、ｇ及びｈはこれに当たる。なお、ｃ（購入時利用意思なし）と、ｈ（将
来利用する意思あり）の関係をどう捉えるかは、微妙である。ｃはｄ（Ｘ
に買わせる意思）と同じ（それならｈは否認の理由）ではないから、ｈは
ｃと両立するものである。
（３）　一応上記のように整理してみたものの、最後は総合判断なので、
類型を所与のものとして無理に全部当てはめようとすると、思考・判断が
硬直化するおそれがあり注意が必要である。
なお、背信性の評価根拠事実の摘示・文章化にあたっては、ａ、ｂ、
ｃ・・の各項目一つ一つが、それだけ取り出して十分とまではいえなくて
も、背信性を窺わせる要素を備えていることが分かる記載が、少なくとも
実務上は相当であろう。例えば、「代金が時価よりも著しく低額である」
というだけでは足りず、「長年の友人であるという特別の立場を利用し
て、著しく低額な代金で買い受けた」というように（評価障害事実につい
（13）　鎌田薫「民法ノート｜物権法①〔第３版〕」（平成19年）82頁以下参照。同書に記
載のとおり、背信的悪意者の内容の類型化は他にもある。
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ても同じ。）（14）。また例えば、表見代理の相手方の正当事由でも、代理人が
本人の親族であるということはどちらにも働く場合がある。最終目標が規
範的要件の立証であることを念頭に置き、不意打ちが生じないように個々
の事実を統合して意味付けるような記載が望ましい（15）。
他方、主要事実説に立てば、評価根拠事実と評価障害事実は事実として
両立することが必要なので、これを意識した事実摘示をするのがよく、単
純に主張に対する反論とならないようにすることも必要である。「代金の
低額」の理由が、単に「長年の親しい友人だから」か、それとも「他の商
売で世話になったから、その見返りとして」という意味があったのかは、
背信性の有無に少なからず影響を与える。間接事実説なら裏の事実（反対
の事実）も含めて心証割合を柔軟に考慮できるので、両立有無の問題は生
じないが、主要事実説にはそれができないという弱点がある。（16）そこで、
主要事実説で整理する場合、多くの事実の多様な様相を念頭に、その中か
ら事実をどのように細分化して振り分けられるのかを意識して、妥当な結
果を導き出せるような記載の工夫も必要と思われる。
８　主張整理の基準時に気を付けること
初学者の陥る誤りは、訴状、答弁書、準備書面の順番に並べて整理する
ようなことである。しかし事実整理はあくまで理論的に証明責任の分配法
則に則って行うのであり、主張が出された時間的順序には関係ない。この
ことを自覚させるために、学生には、貴方が裁判官になったと思って、今
これで判決を書くという段階（すなわち弁論終結時）だと思って整理して
みたらよい、と説明しているが、これは弁護士の立場でもどのような判決
になるのかを考える上で基本的に同じであり、訴訟進行中、常に気を配ら
ないといけない。
（14）　村田渉外「要件事実論30講第３版」（平成24年）368頁の記載例など参照。
（15）　吉川前掲司法研修所論集164頁は、「評価根拠事実は、規範的評価を含まない事実
を摘示すべきであるが、「調査が容易である」などのようにある程度は価値関係的な
事実が含まれることはやむを得ない。」とする。
（16）　大島眞一「規範的要件の要件事実」（判例タイムズ1387号28頁）（平成25年）。
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９　おわりに
言い分方式から要件事実を摘示する作業は、いわば、実体法規と証明責
任という網を使って生の事実に潜む法的養分を掬い出すことにある。ま
た、法文書作成などの実務科目では、訴訟実務の基礎で学んだ要件事実を
基にして、それまでの科目と違い、基本的な法律用語や用字用語を駆使し
た法律家の文章に慣れ親しむことが必要である。そして、当事者の代理人
弁護士は裁判所を説得するための文章を、裁判所は当事者（特に敗訴当事
者）と上訴裁判所に理解し易く納得できるような文章を心がけて欲しい。
本稿は、本法科大学院修了生・在学生との授業内外における質疑応答が材
料・ヒントになっている。受講生諸氏からの質問で、当たり前と思ってい
たことを原点に返って考えさせられ、授業内容に反映させることができ
た。この場を借りて感謝したい。
（本法科大学院では、民事裁判の実務と理論に通暁した先輩方により要
件事実教育が行われてきました。とりわけ、河野信夫元教授による「要件
事実教育の二、三の問題」（白鷗大学法科大学院紀要第２号所収。平成20
年10月）は、初学者への教育方法の要点が非常に分かり易く纏められて
おり、授業の中で引用し参考にさせて頂きました。この場を借りて御礼申
し上げます。）
 （本学法科大学院教授）
